
定 期 監 査 の 結 果 に 基 づ く 措 置 

 

（令和５年１２月１１日実施）                         生活福祉課  

調査事項 生活保護費返還金について 

指摘事項 生活保護費返還金について、収入未済額縮減への対応は行われているが、滞納繰越

分の収入未済額が多額となっているため、負担の公平性及び財源確保の見地から、引

き続き収入未済額の縮減に努められたい。 

措  置  生活保護費返還金が発生した時点で、担当ケースワーカーが電話や訪問により納期

内納付の指導を行うほか、督促状送付などで収納率の向上に努めました。 

 さらに、１１月から１２月の期間に滞納者に対して徴収を行うため臨戸訪問や電話

による催告を集中的に行い、生活状況に応じた分割納付の相談に応じるなど継続的か

つきめ細かい納付指導を行いました。 

 今後においても収納率の向上を目指し、引き続き早期収納に取り組み、収入未済額

の縮減に努めていきます。 

 

（１）令和５年度の納付指導の実施状況 

 ・督促状送付及び担当ケースワーカーによる納付指導：通年実施 

 ・催告実施：５６２件（延べ数） 

 ・臨戸訪問：５４７件（延べ数） 

 

（２）生活保護費返還金の収入状況 

  令和５年１１月２４日現在               （単位：円、％） 

区 分 調定額 収入済額 収入未済額 収入率 

現年度分 72,281,684 39,632,993 32,648,691 54.8 

滞納繰越分 128,224,981 8,051,883 120,173,098 6.3 

計 200,506,665 47,684,876 152,821,789 23.8 

 

 

  令和５年度決算（見込）                （単位：円、％） 

区 分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 

現年度分 79,074,776 60,591,781 0 18,482,995 76.6 

滞納繰越分 128,224,981 10,358,493 5,443,021 112,423,467 8.1 

計 207,299,757 70,950,274 5,443,021 130,906,462 34.2 
 


